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 「新宿区産業と企業等の事業活動に関する調査」第 1 次ｱﾝｹｰﾄ調査結果（速報概要版）  

１．調査概要 

【目 的】区内事業所における事業所の事業活動状況等を把握する。 
【調査対象】新宿区内に本社（社・店）が所在する企業等と単独事業所23,271件（抽出先：平成26年度経済センサス⋯基

礎調査） 
【調査期間】平成28年4月～8月 
【調査方法】郵送配布、郵送回収、WEB回収 
【回 収 数】回収数：5、861票、内無効回収数：108票、有効回収数：5,753票（回収率：27.0％） 

２．調査結果 

（１）事業所の概要                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 業種別事業所数比率（SA，ｎ=5,753）                   図表 2 新宿区での事業開始年（ＳＡ，ｎ=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

図表 3 年間売上高（ＳＡ，ｎ=5,753）                              図表 4 従業者数規模別事業所数（ＳＡ，ｎ=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

業 種：「卸売業・小売業」（17.5％）に次いで、「不動産業・物品賃貸業」（15.0％）、「学術研究,専門・技術サービス

業」（14.2％）と続いている。 

従業者数規模：「1 人～4 人」が 56.9％を占め、19 人以下が 89.0％を占めている。300 人以上の事業所は 23 件とな

っている。 

売 上 高：年間売上高は「1 千万円以上 5 千万円未満」が 27.0％と最も高く、5 千万円以下が 48.2％と約半数を占め

ている。 

新宿区での事業開始年：昭和60年以降、10年ごとに15～20％の事業所が新宿区で事業を開始している。事業所の

創業年でも同様の傾向がみられ、この約 30 年間では一定規模の創業が継続していることがうかがえる。 

事業所数：「現在地の一か所」が 85.1％を占めている。 
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1965～1974年（昭和40～49年）
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1985～1994年（昭和60～平成6年）

1995～2004年（平成7～16年）

2005～2009年（平成17～21年）

2010年～（平成22年～）

不明

無回答
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0.9

8.7

10.0

27.0

11.1

15.9

3.1

4.9

1.0

15.7

0% 10% 20% 30%

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上500万円未満

500万円以上1千万円未満

1千万円以上5千万円未満

5千万円以上1億円未満

1億円以上5億円未満

5億円以上10億円未満

10億円以上100億円未満

100億円以上

無回答
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0.3%

1～4人

56.9%5～19人

32.1%

20～99人

8.3%

100～299人

0.9%

300人以上

0.4%

不明

1.1%

現在地１か所
85.1%
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14.8%

無回答
0.2%

図表 5 事業所数 

（ＳＡ，ｎ=5,753） 
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図表 6 現在の経営状況（ＳＡ，ｎ=5,753）              図表 7 3 年前と比較した現在の業績動向（ｎ=5,753） 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8  代表者の年齢（ＳＡ，ｎ=5,753）                            図表 9 後継者の有無（ＳＡ，ｎ=5,753）  

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

経営状況：「現在の経営状況」は、「普通」が 50.4％を占め、「悪い」が 36.8％、「よい」が 8.3％に留まっている。 

直近 3 年間の変化をみると、売上高、経常利益、取引先・顧客数、従業員数ともに、減少が増加を上回

っている。そのなか、従業員数は他項目と比べて変動が少ない。また、売上高と経常利益は、２割以上

の事業所で増加している。 

よい
8.3%

普通
50.4%

悪い

36.8%

無回答
4.5%

事業継続：代表者の年齢は、「60 代」が 32.8％と最も高く、次いで「50 代」が 21.3％となっている。70 代以上が 28.4％

を占め高齢者比率が高くなっている。後継者の有無は、「まだ決める必要がない」が 28.0％を占め、「候

補がいない」と後継者探しが必要となっている事業所は 15.3％となっている。また、将来的には「廃業の

予定」が 14.4％を占めている。 

新宿区での事業継続意向は、66.6％が「現所在地でおり事業継続」すると回答しており、区内外での移

転を検討している事業所は、3.9％に留まっている。 

～30代
3.4% 40代

11.8%

50代

21.3%

60代
32.8%

70代
19.9%

80代～

8.5%

無回答

2.3%

同所在地で事業継続
66.6%

区内での移転を検討
2.6%

区外への移転を検討

1.3%

現時点ではわからな

い

22.0%

無回答

7.5%

10.8

10.0

4.5

3.9

16.0

14.5

14.1

9.4

30.0

30.3

42.1

56.0

19.9

19.1

18.8

10.7
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17.7

11.6

7.9

5.1

8.4

8.9

12.1

売上高

経常利益

取引先・顧客数

従業員数

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幅に増加

（10%以上）

増加

（3～10%）

どちらでもない

（3～-3%）

減少

（-3～-10%）

大幅に減少

（-10%以上）

無回答

図表 10 新宿区での事業継続 

（ＳＡ，ｎ=5,753） 
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図表 11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

事業内容：経済

異な

をみると、

は、

      次に、

もの」

15.0

16.0

最も高いもの

２番目に高いもの

３番目に高いもの

0%

高

※売上高に占める割合が最も高いもので、売上高構成比が

50％を超える「事業・サービス内容」が経済センサスと異なる

もの（中分類ベース）を目視で確認

事業活動                                           

11 事業内容経済センサスの産業分類と

   

図表 15  

経済センサスの産業

異なる事業所は

をみると、100%が

、「25％未満」が

次に、売上高別

もの」で大きな差異が見られなかった。
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売上高に占める割合が最も高いもので、売上高構成比が

％を超える「事業・サービス内容」が経済センサスと異なる

もの（中分類ベース）を目視で確認

                                         

経済センサスの産業分類と

  売上高比率別収益性

の産業分類（中分類）

事業所は 2.4％（139 件）

が 37.4％、75

未満」がそれぞれ

別収益性及び将来性を

差異が見られなかった。
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47.1
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経済センサスの産業分類との比較
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       図表 12 売上高に占める割合が最も高い

対売上高比率

図表 13 売上高に占める割合が

対売上高比率（

 

図表 14 売上高に占める割合が

対売上高比率（

 

              

87.5％が同じ業種となって

売上高に占める割合が最も高い

ている。「2 番目に

最も高いものの比率

みると、どちらも「最も高いもの」「
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  図表 16 売上高比率別将来性
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図表 17 事業所の強み（n=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 18 事業内容の見直し・変更の有無（MA, n=5,753）    

 

 

図 16       

 図表 19 事業内容の見直し・変更別現在の経営状況 

（SA, n=5,311）  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

事業内容の見直し・変更：過去 10 年以内における事業内容の見直し・変更をした事業所は、35.5％を占め、「新事業

展開に取組んだ」が 13.9％で最も高くなっている。 

事業内容の見直し・変更の取組み別現在の経営状況をみると、「主要事業を拡大した」で経営状況が

24.9％と高くなっている。新規事業展開では新規顧客の開拓の他、人員の増加等がみられた。顧客や市場

環境に合わせた事業の規模や内容の変更、販売ターゲットの変更などとともに、組織の見直し等もみられ

た。 

事業所の強み：「強い」は、「顧客対応のよさ」が 41.1％と最も高く、次いで「商品・製品・サービスの品質」の 34.1％が

続いている。一方、「広告・宣伝、情報発信力」では「強い」が最も低く、「弱い」が最も高くなっている。 

      業種別にみると、「卸売業」や「情報通信業」で「商品・製品・サービスの企画・開発力」が、宿泊業では「価

格競争力」が高くなっている等の特性が見られた。飲食サービス、生活関連サービス、その他サービス等

の消費者向けサービス業では多くの項目で「強い」が低くなっている。 

15.8

34.1

13.9

10.7

41.1

15.2

9.2

16.6

4.5

7.3

6.3

33.8

30.8

36.9

39.9

29.7

40.5

36.9

32.0

27.4

27.4

29.4

15.7

5.6

16.2

19.9

6.0

16.3

24.4

18.0

35.3

26.1

27.9

20.7

15.9

18.7

15.6

10.4

13.9

15.5

19.5

18.9

25.0

22.6

14.0

13.6

14.3

13.9

12.8

14.0

14.1

13.9

13.9

14.1

13.8

①商品・製品・サービスの企画・開発力

②商品・製品・サービスの品質

③商品・製品・サービスの種類の豊富さ

④価格競争力

⑤顧客対応のよさ

（早い対応・高い信頼・固定客の確保等）

⑥顧客ニーズの把握、市場情報の収集力

⑦営業・販売力、顧客獲得ノウハウ

⑧ブランド力、老舗の伝統

⑨広告・宣伝、情報発信力

⑩外部との連携

（企業連携、産学連携の取組等）

⑪人材教育・育成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強い どちらともいえない 弱い 分からない

(関係ない)

無回答

8.3

13.9

7.8

9.4

7.8

4.6

53.8

10.7

0% 20% 40% 60%

主要事業を拡大した

新事業展開に取り組んだ

主要事業の内容を変更した

顧客・客層の対象を変更した

終了・廃止した事業がある

その他

一度も変えていない

無回答

24.9

11.4

7.6

10.4

7.3

7.5

7.0

56.8

56.3

51.9

50.2

45.7

52.8

51.3

15.9

30.4

39.4

38.5

44.5

37.0

39.4

2.3

2.0

1.1

0.9

2.4

2.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要事業を拡大した

新事業展開に取り組んだ

主要事業の内容を変更した

顧客・客層の対象を変更した

終了・廃止した事業がある

その他

一度も変えていない

よい 普通 悪い 無回答
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図表 20 今後の事業内容の見直し・変更予定の有無（MA, n=5,753）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 21 既に取り組んでいる事業内容の見直し・変更内容別 

今後の事業内容の見直し・変更予定の有無（MA, n=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 22 重視している団体・ネットワーク（ＳＡ，ｎ=5,753）       図表 23 他企業や大学等の教育機関等と連携して取り組んだ事業 

（ＳＡ，ｎ=5,753）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重視している団体・ネットワーク：「業界団体」が 17.6％と最も高く、協会や組合等が挙がっている。小売業や飲食サ

ービス業では「商店会・商店街振興組合等」が 15.6％、18.2％と高くなっている。一方、「特にない」が 51.7％

を占めている。その他では、「法人会」等の団体名が挙がっている。 

企業や大学等との連携事業：「取り組んだことがあるが現在は取り組んでいない」が 56.0％、「現在、取り組んでい

る」が 21.5％を占め、取組み経験がある事業所が 77.5％を占めている。 

17.6

2.3

6.0

2.2

4.3

3.1

4.1

51.7

8.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業界団体

商工会・商工会議所

商店会・商店街振興組合等

異業種交流会

団体に属さないネットワーク

（経営者グループ等）

SNS上のネットワーク

その他

特にない

無回答

取り組んだことがあ

るが現在は取り組ん

でいない
56.0%

現在、取り組んでい

る
21.5%

取り組んでいないが

関心がある
7.1%

取り組んでいないし

関心もない
5.6%

無回答
9.8%

16.9

15.7

6.6

8.8

4.7

5.2

46.3

13.5

0% 20% 40% 60%

主要事業を拡大する

新事業展開に取り組む

主要事業の内容を変更する

顧客・客層の対象を変更する

終了・廃止する事業がある

その他

検討も予定もしていない

無回答

主
要
事
業
を
拡
大

す
る

新
事
業
展
開
に
取

り
組
む

主
要
事
業
の
内
容

を
変
更
す
る

顧
客
・
客
層
の
対

象
を
変
更
す
る

終
了
・
廃
止
す
る

事
業
が
あ
る

そ
の
他

検
討
も
予
定
も
し

て
い
な
い

無
回
答

回
答
者
数

主要事業を拡大した 61.4 38.2 8.6 11.3 4.0 6.3 12.8 1.3 100.0

新事業展開に取り組んだ 38.8 53.4 14.5 15.3 5.3 5.3 13.8 2.0 100.0

主要事業の内容を変更した 28.2 27.3 25.3 19.5 9.4 5.6 22.4 3.6 100.0

顧客・客層の対象を変更した 29.6 27.7 15.2 32.7 7.1 6.1 19.3 4.3 100.0

終了・廃止した事業がある 26.9 26.1 12.2 12.9 17.8 6.2 28.5 2.9 100.0

その他 10.6 10.6 4.9 10.2 3.0 24.5 38.5 7.9 100.0

一度も変えていない 9.5 7.7 3.4 5.4 3.4 3.6 68.1 5.1 100.0

無回答 1.8 1.8 0.7 1.6 1.1 1.1 10.6 122.2 100.0

回答者数 16.9 15.7 6.6 8.8 4.7 5.2 46.3 13.5 100.0

問６×問７

％

事業内容の見直し・変更の検討・予定：今後、何らかの取組みを検討・予定している事業所は 40.2％で、その内容は

「主要事業を拡大する」が 16.9％、「新事業展開に取り組む」が 15.7％と高くなっている。 

      既に取り組んだ見直し・変更に内容別に、今後の事業内容の見直し・変更の検討・予定の内容をみると、

同じ項目の比率が高くなっている。        



6 

 

（３）取引状況                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 24 主な販売先・客層（ＳＡ，ｎ=5,753）                  図表 25 主な仕入れ先（ＳＡ，ｎ=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 26 販売先・客層の地域別比率（国内・外）（ｎ=5,753） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 27 国内の販売比率別事業所数比率（ｎ=5,753） 

東京都内                     関東圏（東京都を除く）                東京都・関東圏以外 

  

 

 

 

 

 

 

 

主な販売先・仕入れ先：「一般消費者」が 35.4％を占め、次いで「その他」の 13.8％、「サービス業」の 12.6％と続いて

いる。仕入れ先は、「卸売業・商社（事業者向け販売）」が 25.3％と最も高く、次いで「製造者・生産者」が

11.5％、「サービス業」が 10.8％と続いており、「通販・ネット販売業者」は 2.1％に留まっている。 

販売先の地域：国内のみが 76.7％を占めており、海外との取引をしている事業所は 7.6％となっている。国内販売で

の地域別比率をみると、東京都内 100％が 34.8％を占めている。関東圏（東京都を除く）では「10％以上 20％

未満」が 11.1％で最も高くなっており、比率が高くなるほど事業者数比率が低くなっている。関東圏以外では、

「0％」が 15.1％と最も高く、関東圏（東京都を除く）と同様に比率が高くなるほど事業者数比率が低くなってい

る。 

8.7

25.3

11.5

10.8

2.1

21.0

8.9

11.8

0% 10% 20% 30%

小売業（消費者向け販売）

卸売業・商社（事業者向け販売）

製造業・生産者

サービス業

通販・ネット販売業者

ほとんど調達物がない

その他

無回答

35.4

6.5

8.4

8.0

12.6

3.0

13.8

12.3

0% 10% 20% 30% 40%

一般消費者

小売業（消費者向け販売）

卸売業・商社（事業者向け販売）

製造業・生産者

サービス業

官公庁

その他

無回答

売上高に占める主な販売先、客層の地域別比率の
内訳：国内・海外

件数 ％

国内0％－海外100％ 23 0.4

国内10％未満－海外90％超100％未満 4 0.1

国内10％以上20％未満－海外80%超90％以下 16 0.3

国内20％以上30％未満－海外70%超80％以下 12 0.2

国内30％以上40％未満－海外60%超70％以下 3 0.1

国内40％以上50％未満－海外50%超60％以下 6 0.1

国内50％以上60％未満－海外40%超50％以下 19 0.3

国内60％以上70％未満－海外30%超40％以下 16 0.3

国内70％以上80％未満－海外20%超30％以下 25 0.4

国内80％以上90％未満－海外10%超20％以下 38 0.7

国内90％以上100％未満－海外10％以下 276 4.8

国内100％－海外0％ 4,412 76.7

無回答 903 15.7

合計 5,753 100.0

15.1

6.3

7.0

3.5

2.8

2.0

1.8

1.4

0.9

0.6

0.3

0.9

57.5

0% 20% 40% 60% 80%

0％

10％未満

10％以上20%未満

20％以上30%未満

30％以上40％未満

40％以上50％未満

50％以上60％未満

60％以上70％未満

70％以上80％未満

80％以上90％未満

90％以上100%未満

100％

無回答

10.2

6.6

11.1

8.9

6.1

2.5

2.1

1.0

0.6

0.5

0.5

1.2

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

0％

10％未満

10％以上20%未満

20％以上30%未満

30％以上40％未満

40％以上50％未満

50％以上60％未満

60％以上70％未満

70％以上80％未満

80％以上90％未満

90％以上100%未満

100％

無回答

0.7

0.9

2.2

2.2

2.4

2.1

4.1

3.1

5.5

7.9

13.0

34.8

21.0

0% 10% 20% 30% 40%

0％

10％未満

10％以上20%未満

20％以上30%未満

30％以上40％未満

40％以上50％未満

50％以上60％未満

60％以上70％未満

70％以上80％未満

80％以上90％未満

90％以上100%未満

100％

無回答
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（４）新宿区における事業環境                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 28 新宿区に事業所があるメリット（ＭA, ｎ=5,753）         図表 29 今後期待できる新宿区の強み（ＭA, ｎ=5,753）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 30 業種別期待できる新宿区の強み（ＭA, ｎ=5,753）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            最も高い項目       2 番目に高い項目 

 

 

 

 

 

新宿区に事業所があるメリット：「通勤の利便性」が 42.8％と最も高く、次いで「顧客が近い」が 36.1％と続いてお

り、立地上の利便性が高く評価されている。 

今後、期待できる新宿区の強み：「交通環境の利便性」が 50.6％と最も高く、次いで「まちのブランド力」（29.6％）、

「多様な企業・人との交流・連携」（18.8％）、「通勤者・ビジネス客の増加」（16.6％）と続いている。 

      業種別でみると、「宿泊業」では「来街者・国内観光客の増加」、「飲食サービス業」では「まちのブランド

力」が最も高くなっている。また、「製造業」「印刷業」「情報通信業」では、「交通環境の利便性」に次い

で、「多様な企業・人との交流・連携」が高くなっている。 

29.6

9.3

7.7

16.6

4.9

3.9

10.3

18.8

3.6

3.1

11.4

50.6

9.4

5.3

17.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

まちのブランド力

来街者・国内観光客の増加

訪日外国人観光客の増加

通勤者・ビジネス客の増加

在住・在勤外国人の増加

大企業・外資系企業の転入

飲食店・小売店の集積

多様な企業・人との交流・連携

大学・研究機関との連携

学生の活用（アルバイト等）

情報発信のしやすさ

交通環境の利便性

行政サービスの充実

その他

無回答

16.2

36.1

13.6

8.6

9.7

8.0

9.9

2.3

13.3

42.8

11.3

7.3

7.9

3.0

3.2

1.4

7.9

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

来街者･観光客･通勤者が多い

顧客が近い

仕入・調達先が近い

外注先が近い・多い

同業者が多い

ビジネス情報が入手しやすい

都庁・官庁が近い

他区と比べて賃貸費が安い

まちにブランド力がある

通勤の利便性

日常の飲食・買い物が便利

人材が確保しやすい

多様な企業・人との交流

大学・研究機関がある

若者が多い

新しいものを生み出す風土

その他

無回答

ま
ち
の
ブ
ラ
ン
ド
力

来
街
者
・
国
内
観
光

客
の
増
加

訪
日
外
国
人
観
光
客

の
増
加

通
勤
者
・
ビ
ジ
ネ
ス

客
の
増
加

在
住
・
在
勤
外
国
人

の
増
加

大
企
業
・
外
資
系
企

業
の
転
入

飲
食
店
・
小
売
店
の

集
積

多
様
な
企
業
・
人
と

の
交
流
・
連
携

大
学
・
研
究
機
関
と

の
連
携

学
生
の
活
用

（
ア
ル

バ
イ
ト
等

）

情
報
発
信
の
し
や
す

さ 交
通
環
境
の
利
便
性

行
政
サ
ー

ビ
ス
の
充

実 そ
の
他

無
回
答 回

答
者
数

製造業 22.5 7.5 5.9 7.0 1.1 3.7 4.8 24.1 3.2 1.6 13.4 49.7 15.0 9.6 16.6 100.0

印刷業 20.9 4.4 3.8 6.6 1.1 2.2 3.3 28.0 4.4 1.6 18.7 43.4 13.2 7.1 19.2 100.0

情報通信業 23.3 2.0 4.3 13.0 2.5 7.2 3.4 26.9 6.7 6.1 18.6 57.8 8.3 4.5 11.2 100.0

卸売業 24.9 6.2 8.7 9.7 3.7 5.5 9.7 21.7 2.7 3.0 10.7 55.9 10.5 6.0 12.0 100.0

小売業 28.6 17.6 12.0 20.2 6.4 2.3 15.0 11.2 3.5 2.6 5.9 35.5 5.9 7.1 17.8 100.0

不動産業 38.8 9.2 6.7 23.8 7.0 3.1 12.2 13.9 3.0 1.3 8.9 53.4 7.9 4.5 14.1 100.0

専門・技術サービス業 27.3 3.0 4.7 11.3 3.9 4.7 7.4 26.4 2.5 3.4 14.8 63.1 10.1 4.2 9.7 100.0

宿泊業 43.5 47.8 26.1 17.4 4.3 4.3 8.7 8.7 4.3 4.3 8.7 43.5 8.7 0.0 8.7 100.0

飲食サービス業 36.9 24.1 16.2 30.8 5.6 4.1 28.4 11.5 2.1 4.4 6.6 35.1 5.7 3.4 12.5 100.0

生活関連サービス業 27.9 8.3 6.4 17.7 10.2 1.1 9.4 14.0 2.3 1.1 9.4 42.6 15.5 5.3 20.8 100.0

娯楽業 24.5 13.2 3.8 18.9 3.8 1.9 3.8 13.2 3.8 5.7 13.2 45.3 3.8 5.7 13.2 100.0

サービス業 25.1 6.1 8.4 7.6 3.8 4.1 4.8 22.0 3.8 5.1 12.2 52.4 12.2 4.3 20.8 100.0

その他 29.5 5.7 4.3 14.8 4.7 3.4 5.6 19.3 5.6 3.0 12.4 55.4 11.0 6.3 13.6 100.0

不明 28.8 12.1 12.1 15.2 1.5 4.5 3.0 15.2 3.0 0.0 15.2 54.5 6.1 4.5 21.2 100.0

合計 29.6 9.3 7.7 16.6 4.9 3.9 10.3 18.8 3.6 3.1 11.4 50.6 9.4 5.3 14.3 100.0

問14　事業活動を行う上で、期待できる新宿
区の強み×業種

％
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図表 31 新宿区の支援方向性に関する関心度（ｎ=5,753） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新宿区の支援方向性に関する関心度：「防犯・防災に対応した地域づくり」で（「とても関心がある」と「やや関心が

ある」を足した「関心がある」が 56.3％と最も高く、次いで「まちのブランド力向上」が 47.6％、「働きやすい

就労環境づくり（ワークライフバランス等）」が 42.3％と続いている。一方、「海外展開の支援」は「関心が

ある」が 12.3％で最も低くなっている。 

      創業年別では、各項目で大きな差異は見られなかった。 

 

18.5

10.6

8.6

13.5

9.0

7.9

11.2

4.6

25.5

14.1

29.1

19.9

16.3

23.3

23.1

15.9

17.7

7.7

30.8

28.2

22.2

29.2

33.1

26.7

30.2

29.4

25.7

28.8

17.4

25.6

7.8

13.6

15.2

12.1

11.9

20.1

19.6

30.4

5.9

8.2

9.0

11.9

11.6

10.4

10.7

11.5

11.2

13.2

7.0

9.4

13.5

14.7

15.2

14.0

15.0

15.2

14.6

15.3

13.3

14.6

①まちのブランド力向上

②新事業展開・第二創業への支援

③創業への支援

④事業承継への支援

⑤ネットワークづくりの場の提供

⑥観光を活用した事業展開

（国内客・訪日外国人観光客）

⑦東京オリンピック・パラリンピック開催を活かしたビ

ジネス展開

⑧海外展開への支援

⑨防犯・防災に対応した地域づくり

⑩働きやすい就労環境づくり

（ワークライフバランス等）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても関心がある やや関心がある どちらでもない 関心がない 分からない 無回答


